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はじめに 

 

本県は、東日本大震災及び原子力災害（以下「大震災」という。）の教訓を踏ま

え、危機対応力をより一層高め、県民の安全・安心の確保を図るため、平成２７年

４月に危機管理部を設置した。 

危機管理部は、これまで知事直轄（総合安全管理室）が担ってきた総合的な安全

管理に関する調整機能と、生活環境部（県民安全総室）が有していた消防保安、災

害対策、原子力安全対策に関する実務機能を統合し、一体化することにより、これ

まで以上に情報集約・共有化を図り、危機に迅速かつ的確に対応する組織として再

編された。 

また、大震災以降、県民の生活環境や県行政をとりまく環境は大きく変化し、過

去に経験のない様々な危機事象も発生している。このような危機事象が発生し、又

は発生するおそれがある場合に、その対応の遅れが、被害の拡大や二次的な危機を

招きかねず、県民や関係者に対して大きな影響を及ぼすこととなる。 

職員一人一人が、大震災から４年を経過した今もなお有事であることを強く自覚

した上で、県民の安全・安心を確保するため、日頃から組織的に危機管理に当たっ

ていくことが必要であり、復興はその意識・自覚・行動の積み重ねの先にある。 

  今後は、この方針の下、県民の生命、身体及び財産を守るため、警察、市町村、

消防、国等の関係機関と連携しながら、県の組織をあげて危機事象に迅速かつ適切

に対応していく。 
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第１ 総則 

１ 目的 

 この方針は、本県やその周辺において危機が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合に、県民の生命、身体及び財産への被害を防止・軽減し、県民の安全・安

心の確保を図るため、県が実施する危機管理の基本的枠組みを定めるものである。 

 

２ 危機等の定義 

 (1) 危機、危機事象 

   この方針で定義する「危機」とは、県民の生命、身体及び財産に重大な被害

が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態、県の適正な事務の執行に支障を

生じるような事態をいい、「危機事象」とは個々の発生事象をいう。 

 

 (2) 危機管理 

    この方針で定義する「危機管理」とは、危機事象の未然防止のための「事前

対策」、発生した危機事象への「危機対応」、危機事象の収束後における安全の

確認と再発防止の「事後対策」までを含めた総合的な取組とする。 

 

 (3) 管理の対象とする危機 

    管理の対象とする主な危機は、別紙のとおりとする。 

 

３ 対象機関 

 (1) この方針の対象機関は、知事部局、企業局、病院局、議会事務局、教育委員

会、選挙管理委員会、監査委員、人事委員会及び労働委員会（以下「部局等」

という。）とする。 

   （出先機関は部局等に含む。） 

 

 (2) 警察本部については、危機事象発生時の対応、危機管理情報の共有等に関し

て連携を図り、協力を求めるものとする。 

 

４ 法令等に基づく個別の危機事象に関する計画等との関係 

法令等の義務付けにより個別の危機事象に関する計画等が作成されている場合

は、それらの計画等に基づき対応するものとするが、基本的な考え方は本方針に

よる。 

なお、法令等の義務付けによらず、所管部局等が独自に計画等を作成している
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場合も同様とする。 

 

第２ 危機管理における基本的な考え方 

  大震災はもとより、頻発した自然災害、さらには事故や事件等これまで経験し

た様々な危機事象を踏まえ、特に、以下の考え方に基づき、組織力を高め、関係

機関等との連携の下、あらゆる危機事象に的確に対応し、県民の安全・安心を確

保する。 

 

１ 危機事象に対する意識の向上 

危機事象には“きざし”があり、その“きざし”を見逃さないことで事前の準

備や予防策を的確に講じることができ、危機事象が発生した場合でも被害を小さ

くできることから、「今までは大丈夫だった」ではなく、「何か異変があるのでは

ないか」との意識を持つことが重要である。 

このため、被害が未発生であったり、あるいは小規模であったりしても重大な

被害に発展しかねない事象、県外で重大な被害が発生して県内でも類似の被害が

生じかねない事象など、危機につながりかねない事象にも積極的に対応する姿勢

が重要である。 

また、危機事象には突発的に起こる事象もあることから、そのような場合でも

躊躇することなく対応できるよう、日頃から危機への意識を高めていく必要があ

る。 

そのためには、現状に慣れることなく、新しい事象など様々な危機事象を想定

し、常に考え学習する組織づくりに努め、危機事象の“きざし”への感度を高め

る。 

 

 ２ 報告・連絡・相談の徹底 

   危機事象には、未だ顕在化していないもの、新たな業務に付随して発生する今

までに経験していないものなど様々な事象がある。 

   危機事象の未然防止、被害の拡大の抑制には職員一人一人はもとより、組織と

しての危機対応力を高めていかなくてはならない。危機事象の対応には、実態の

把握、それらを踏まえた対応方針の策定、対策の実行など、それぞれのステージ

において組織としての判断が必要となるが、その判断に当たって、情報共有の遅

れや途絶は、特に、危機対応にとって決定的な機会の損失となるおそれがある。 

このため、様々な危機事象に対し、情報収集力を高めることはもとより、組織

内で情報を速やかに共有し、組織として適切かつ迅速に対応できる風土づくりが
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重要であり、コミュニケーションを盛んにする風通しの良い職場環境を目指し、

組織内での報告・連絡・相談を今まで以上に徹底する。 

   さらに、警察、市町村、消防、国、気象台、自衛隊等関係機関（以下「関係機

関等」という。）との間でも連携を図り、情報の交換を密にする。 

 

 ３ 危機情報の速やかな公表 

危機管理の最大の目的である県民の安全・安心の確保及び県の適正な事務の執

行という観点から、危機事象に関する情報を県民に適時・適切に提供することが

極めて重要である。情報提供に当たっては、県の都合ではなく、常に県民の目線

に立って考え、積極的な提供に努める。 

また、重大な危機事象に関する情報は、全容解明を待つことなく、初期の段階

においても公表に努める。 

 

第３ 危機管理体制 

１ 知事等の役割 

 ア 知事 

   危機管理の最高責任者として、危機管理を統括する。 

 イ 副知事 

   危機管理について、知事を補佐する。 

 

２ 危機管理監（危機管理部長をもって充てる） 

  (1) 職務 

    知事の命を受け、危機管理に関して全庁を統括し、危機が生じた場合又は生

じるおそれがある場合における緊急的対応に関する事務について、部局長その

他職員を指揮監督する。 

 

  (2) 所掌事務 

   ア 安全・安心の確保に関する施策の総合的な推進 

   イ 安全管理の総合調整に関する事務を掌理 

   ウ 危機管理に関して全庁を統括 

   エ 危機が生じた場合又は生じるおそれがある場合における緊急的対応に関

する事務について、部局長その他職員を指揮監督 

    なお、危機管理監は、全庁的な危機管理の観点を踏まえて、関係部局長等に

必要な指示を出すことができるほか、所管部局長が不明な危機事象が発生した
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場合は、必要に応じて知事・副知事と協議の上、当該危機事象の所管部局等を

決定することができる。 

 

 ３ 危機管理室 

  (1) 設置 

    複合的組織（危機に係る各種情報の収集や緊急的対応に関する部局横断的な

組織）として、危機管理部に危機管理室を置く。 

 

  (2) 構成 

   ア 室長 

     危機管理監 

   イ 室員 

     各部政策監、出納局次長、企業局次長、病院局次長、議会事務局次長、教

育庁政策監、警察本部警備部警備監、監査委員事務局次長、人事委員会事務

局次長、労働委員会事務局次長 

 

  (3) 主な所掌事務 

   ア 安全・安心の確保に関する施策の総合的な推進に関すること。 

   イ 安全・安心の確保に関する施策に係る県の行政施策の企画立案に必要な各

種情報の収集及び交換に関すること。 

   ウ 危機が生じた場合又は生じるおそれがある場合における緊急的対応に関

すること。 

   エ 危機に関する各種情報の収集及び交換に関すること。 

 

 ４ 危機管理部と所管部局等の役割 

  (1) 危機管理部の役割 

   ア 大規模・複数地域での発生など全庁的な対応が必要となる危機事象が発生

した場合、危機管理部は、危機管理監の指揮を受け、所管部局等とともに、

初動対応、危機対応、事後対策を実施する。 

   イ 所管部局等が不明の危機事象が発生した場合、危機管理部は、危機管理監

の指揮を受け、関係する部局等とともに、初動対応、情報収集を行う。（所

管が明確になったときには所管部局等へ引き継ぐ。） 

   ウ 所管部局等の危機事象対応について、危機管理部は、情報収集を行うとと

もに、必要に応じて状況分析を行い、危機事象対応・広報等について所管部
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局等を支援する。 

     また、重大な危機事象が発生するおそれがある場合も、同様の対応とする。 

   エ 危機管理部は、危機事象に関する情報等を、必要に応じて所管部局等に連

絡・報告する。 

 

  (2) 所管部局等の役割 

   ア 危機事象が発生した場合、所管部局等が法令等の基準に基づき策定した計

画により対応することとなるが、大規模・複数地域での発生など全庁的な対

応が必要となる危機事象が発生した場合、所管部局等は、危機管理監の指揮

を受け、危機管理部とともに、初動対応、情報収集を行うとともに、危機対

応、事後対策を実施する。 

   イ 所管部局等が不明の危機事象が発生した場合、関係する部局等は、危機管

理監の指揮を受け、危機管理部とともに、一時的に初動対応、情報収集を行

う。 

また、危機管理監から当該危機事象の所管部局等として決定された部局等 

は、所管部局等として危機対応、事後対策を行う。 

   ウ 所管部局等が明らかな危機事象が発生した場合は、各所管部局等が危機対

応、事後対策を行う。 

     なお、危機管理監から、全庁的な危機管理の観点を踏まえて必要な指示等

が出される場合がある。 

エ 所管部局等は、危機事象の情報を、随時、危機管理部に報告するとともに、 

必要に応じて危機対応・広報等の支援を依頼する。 

＜危機管理体制のイメージ＞ 
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 ５ 関係機関等との連携 

関係機関等が、危機事象が発生し、又は発生のおそれがある場合の第一義的な

情報源や初動対応機関となることが多いことから、県は日頃から情報交換を実施

するなど連携を強化する。 

また、ライフライン関係機関、報道機関等についても、危機事象が発生した場

合に様々な分野で協力を求めることから、日頃から情報の連絡体制の構築に努め

る。 

 

第４ 危機管理の対策・対応 

危機管理においては、時系列に応じて、事前対策・危機対応・事後対策の各段 

階に応じた対策・対応を行う。 

１ 事前対策 

 (1) 危機管理意識の向上 

    危機事象が発生した場合の初動対応を混乱なく、円滑に実施するためには、

職員一人一人の危機管理意識を高いレベルにすることが極めて重要であるこ

とから、危機管理部及び各部局等は、研修や訓練を通じて、職員の危機管理意

識の向上に努めるものとする。 

    また、各課室及び出先機関においては、日頃から所管業務に関してどのよう

な危機事象が想定され、どのような対応を行うべきかなどを検討する機会を設

けるとともに、職員が危機又はその“きざし”に関する情報を入手したときに、

速やかに組織内での情報共有ができるよう、職場内の円滑なコミュニケーショ

ンを図り、業務の報告や改善の提案などがスムーズにできる風通しの良い職場

環境となるよう努めるなど、危機管理に強い組織づくりを目指す。 

 

 (2) 関係機関等との協力体制の構築 

    各部局等は、国、市町村、消防、医療機関などが有する資機材等の整備状況

や、危機事象発生時におけるこれらの機関等の役割等について、あらかじめ把

握し、日頃から連携を図るなど協力体制を構築しておく。 

 

 (3) 住民への普及・啓発 

    危機事象発生時における住民の適切な行動と協力が被害の規模に大きく関

わることから、危機事象への対応について住民の理解を得ることが極めて重要

である。 
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    このため、各部局等は、想定される危機事象やそれに対する国や市町村の取

組や役割等の普及・啓発を図るとともに、防災訓練等の実施を通じ、防災体制

の確立と危機管理意識の高揚に努める。 

    緊急時の迅速かつ正確な情報の提供が住民の適切な行動に結びつくとの観

点から、報道機関の果たす役割を踏まえ、日頃から情報伝達の方法等を報道機

関に伝えておくことが重要である。 

 

  (4) 柔軟性の確保 

    発生する多種多様な危機事象に対応するためには、危機事象発生時の被害を

最小限にくい止めるという危機管理の基本を十分に理解した上で、応用力を利

かせる柔軟性を確保することが必要である。 

    そのために、危機管理部及び各部局等は、実践的な訓練や図上訓練を繰り返

し実施し、職員が関係機関等の動きを具体的に認識できるようにするとともに、

危機事象の状況に臨機応変に対応できる応用力を身につけられるよう努める。 

 

２ 危機対応 

 (1) 情報の収集 

    各部局等は、現地において情報収集に努めるとともに、関係機関等との密接

な連携により情報収集を行い、危機管理部及び所管部局等への情報提供を行い、

情報共有を図る。 

なお、危機事象発生時には、迅速な初動体制の確立が被害の拡大を防止する

上で極めて重要であるため、情報の正確性の確保に努めながら、断片的な情報

であっても部局等内で情報共有を図るとともに、第一報を危機管理部に情報提

供し、詳細は追加情報として続報で報告することとする。 

 

 (2) 所管部局等の調整 

ア 所管が明確な場合は、該当部局等が所管部局等となる。 

イ 所管が不明確又は複数部局等に関連する場合は、危機管理部は、危機管理 

監の指揮の下、関係する部局等とともに初動対応を行う。 

ウ 危機管理監は関係する部局等の役割、状況等を聴取し、必要に応じて知事 

・副知事と協議の上、所管部局等を指定する。（所管部局等が確定した場 

合は引き継ぐ。） 
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 (3) 危機対応の実施 

ア 各部局等は、危機事象が発生した場合、危機の大きさ、影響度を踏まえ、

速やかに危機対応を行う。 

イ 危機管理監は、各部局等から危機対応についての協議、報告を受けるとと

もに、県の危機管理を統括する立場から部局等の対応状況を把握し、全庁的

な危機管理の観点から必要がある場合、指示・助言・調整を行う。 

  ウ 複数の部局等に関係する場合、危機管理部は、危機管理監の指揮を受け、

関係する部局等と連携をとり、対応方針を決定し対策を実施する。 

  エ 全庁的な対応が必要となる場合、危機管理監（危機管理室長）は、危機管

理室員会議を開催して対応方針について協議し、決定する。 

なお、重大な危機事象が発生した場合、必要に応じて関係部局長会議を開

催し、必要な対策を講ずるものとする。 

   オ 危機発生後においては、決定した対応方針に基づき、危機管理部及び所管

部局等は、関係機関等と連携・協力し、危機対応を実施する。 

 

 (4) 県民への情報提供 

各部局等は、県民の安全・安心を確保するため、報道機関への情報の提供、

ホームページ等多様な情報伝達手段を活用し、県民に対し、必要な情報を迅速

かつ的確に提供する。 

 

３ 事後対策 

(1) 安全の確認 

各部局等は、危機事象に関する危機対応が概ね完了したと認められるときは、

必要に応じて関係機関等に協力を求め、早急に危機発生現場・周辺地域の安全

確認を行う。 

安全が確認されたときは、報道機関を通じて公表するとともに、県のホーム

ページなど利用可能な手段を活用して広く県民に周知する。 

 

(2) 再発防止の検討・実施 

各部局等は、必要に応じて危機事象の発生の原因を検証し、課題を整理した

上で再発防止策を検討し、実施する。 

 

 (3) 危機事象対応の検証と情報の共有化 

    各部局等は、危機管理手法の継承や改善を図るため、必要に応じて危機対応
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に関する経過を取りまとめる。 

    また、危機管理部は、各部局等の危機対応を検証するとともに、各部局等や

関係機関等に対して、取りまとめた内容を提供することなどにより情報の共有

化を図る。 

 

第５ その他 

   この方針は、必要に応じて随時見直しを行う。 
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別紙

1 災害 1 風水害・土砂災害 7 鉄道災害 危機管理部

2 火山災害 8 道路災害 生活環境部

3 原子力災害 9 危険物等災害 農林水産部

4 地震・津波 10 大規模な火事災害 土木部

5 雪害 11 林野火災 など

6 12 船舶災害

13 石油コンビナート災害

2 武力攻撃事態 1 武力攻撃事態等 危機管理部

等 着上陸侵攻、ゲリラ・特殊部隊による攻撃、弾道 など

ミサイル攻撃、航空攻撃等

2 緊急対処事態（大規模テロ等）

（「武力攻撃事態等及び緊急対処事態」は、国による事態認

　定手続が必要であり、認定がされない事案はその他の危機

　として取り扱う。）

3 新型インフル 　新型インフルエンザ等緊急事態（新型インフルエンザ等が 保健福祉部

エンザ等緊急 発生し、その全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国 (危機管理部)

事態 民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあるものと など

して政令で定める要件に該当する事態）

4 その他の危機 1 県民の生命・健康又は生活環境に被害を及ぼす環境汚染 危機管理部

事故等 生活環境部

・水質、大気、土壌汚染関係 保健福祉部

・残留農薬 農林水産部

・高圧ガス、火薬類、危険物事故 など

2 県民の生命・健康の安全を脅かす感染症等による事態等 保健福祉部

・エボラ出血熱、ＭＥＲＳ等 (危機管理部)

・薬物（毒物・劇物を含む）、医薬品関係 など

・食品・飲料水関係

3 動物感染症の発生 農林水産部

・牛海綿状脳症(BSE)、口蹄疫、ｺｲﾍﾙﾍﾟｽｳｲﾙｽ、鳥インフ 生活環境部

　ルエンザ等 (危機管理部)

など

4 野生動物の出没 生活環境部

5 管理動物の脱走 保健福祉部

(危機管理部)

など

管理の対象とする主な危機

区　　分 項　　　　　　目 主な所管部局

航空災害（米軍機、自衛
隊機等の事故を含む）
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6 製品等の瑕疵による事故等 関係部局

(危機管理部)

7 食品偽装 関係部局

(危機管理部)

8 県が所管する情報通信ネットワーク及び各種情報システ 企画調整部

ムへの脅威並びに通信システムへの脅威又は障害による (危機管理部)

事故等 など

9 ライフラインの事故・事件 危機管理部

・大規模停電、ガス供給停止、通信ネットワークの途絶 保健福祉部

・断水 など

10 ダム、河川及び湖沼における事故・事件 管理部局

(危機管理部)

11 福島空港に関連する航空犯罪（ハイジャック等） 危機管理部

土木部

など

12 県管理施設における事故・事件 管理部局

(危機管理部)

13 県主催イベント時の事故・事件 主催部局

(危機管理部)

14 学校又は校外活動中における事故・事件 教育委員会

(危機管理部)

15 海外において多数の県民が巻き込まれた事故・事件 生活環境部

(危機管理部)

16 県内での交通事故等による多数の死傷者の発生 生活環境部

保健福祉部

(危機管理部)

など

17 人工衛星等飛翔体の落下 危機管理部

18 所管が不明なテロ事件 危機管理部

など

19 危機管理部

総務部

など

その他、多数の県民の生命、身体又はは財産に重大な被害
が生じ、又は生じるおそれがある事件・事故等や県の適正
な事務の執行に支障を生じるような事態

商工労働部


